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株主の皆様へ

小売の拡大により増益を達成 ― 今後も新規出店による   着実な成長を目指します。
　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　2018年2月期（2017年3月1日〜2018年2月28日）の連結業績は、売上
高276,157百万円、営業利益は6,779百万円となりました。当期の状況と
今後の取り組みについて、主要な点をご説明いたします。

　連結営業利益は2017年2月期の4,498百万円から、6,779百万円となり
50.7%の増益となりました。この増益に寄与したのは直営店での小売台数
の増加です。

　全直営店における小売台数は125,151台となり、前期実績95,333台から
31％増加しました。新規出店による小売台数の増加に加え、従来は買取中心
だったガリバー店舗でも小売を強化したことが寄与しました。
　今期についても新規出店を継続し、小売台数は14万台規模を目指します。
中期目標の16万台の達成に着実に近づいています。

　当社は配当による株主還元を重視しており、業績に連動した配当を行うこ
とで適正な利益還元を行う方針としています。具体的には連結当期純利益※

に対して配当性向を30％程度とすることを基本方針としています。
　なお、昨年の株主通信等でもご説明させていただきました通り、前期に実施
の配当より、一期前の業績に連動させるという計算方法に変更しています。こ
のため、配当予想額は期初に発表した時点から原則として変更が生じること
はありません。
　2018年2月期は2017年2月期の連結当期純利益※に連動し、年間配当額7
円（中間期末3.5円、期末3.5円）となり、2019年2月期においては、2018年2
月期の連結当期純利益※に連動し、年間配当額11円（中間期末5.5円、期末5.5
円）となる予定です。

※親会社株主に帰属する当期純利益

営業利益は前期比50.7%増
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※加盟店を除く

　当社は、創業時はヒト・モノ・カネのリソースが限られた環境の中で、買取ビ
ジネスに注力し、業界トップの買取台数を実現しました。そして、買取在庫を
使って小売を開始し、小売台数でも業界トップになることができました。今後
も引き続き小売台数を伸ばしてまいります。また、約500店舗になった直営店
の販売インフラと蓄積してきたデータやITを活用し、お客様のニーズにあっ
た様々な商品・サービスを提供する新たな成長にも挑んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。

小売台数実績は12万台に

株主還元について

今後も引き続き小売が成長ドライバーに

　創業時は、買取った車を中古車オークションで売り切る「卸売」
中心ビジネスを展開。2014年頃から、この在庫を展示販売店舗で
販売する「小売」を強化してきました。在庫管理を徹底し、中古車価
格下落による在庫リスクを回避する方針は変わりません。

IDOMのビジネスモデル
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代表取締役社長  羽鳥 由宇介
代表取締役社長  羽鳥 貴夫
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様々なコンセプトのクルマを提案する店舗

クルマを五感で感じ選ぶ高級外車・外車専門店

生活に彩りを与える軽自動車専門店

ファミリーカーに特化ミニバン専門店

自然とつながるSUV専門店

お手頃な価格のアウトレット店

ライフスタイルからクルマを提案する大型展示場

「おでかけ」を提案するライフスタイル店舗

輸入車正規新車ディーラー店舗BＭＷ/ＭIＮI
ディーラー

2018年2月期に新規出  店した直営店

お客様のニーズや地域の特性に
対応した店舗を展開。
さらなる出店により
中古車小売事業を拡大するとともに、
日本最大の店舗網を構築していきます。

北海道・東北
◦ガリバーアウトレット札幌白石店 北海道札幌市白石区本通16丁目北1-57  0120-691-790
◦ガリバーアウトレット苫小牧店 北海道苫小牧市新開町1-20-7  0120-936-089
◦ガリバーアウトレット函館新道店 北海道函館市石川町180-22  0120-936-107
◦ガリバーアウトレット一関店 岩手県一関市赤荻字月町193-2  0120-691-784
◦ガリバーアウトレット天童店 山形県天童市芳賀タウン北3-2-2  0120-692-165

関東甲信越
◦ガリバーアウトレット254川越店 埼玉県川越市大字石田221-1  0120-691-985
◦ガリバーアウトレット熊谷店 埼玉県熊谷市石原347-8  0120-803-549
◦ガリバーアウトレット日立田尻店 茨城県日立市田尻町5-9-17  0120-691-973
◦ガリバーアウトレット水戸バイパス店 茨城県水戸市小吹町2133-1  0120-975-645
◦LIBERALA長野 長野県長野市大字西尾張部257-1  0120-975-754
◦ガリバー富士吉田店 山梨県富士吉田市上吉田3374-1  0120-803-584

九州・沖縄
◦ガリバーアウトレット208号大牟田店 福岡県大牟田市下白川町2-140  0120-691-976
◦ガリバーアウトレット3号南高江店 熊本県熊本市南区南高江3-2-100  0120-692-166
◦ガリバーミニクル延岡店 宮崎県延岡市平原町5-1492-32  0120-791-459
◦ガリバー飯塚店 福岡県飯塚市枝国字浦田236  0120-691-785

東海・北陸
◦ガリバーアウトレット磐田店 静岡県磐田市上岡田867-1  0120-936-127
◦ガリバーアウトレット136号三島店 静岡県三島市青木277-1  0120-975-750
◦ガリバーアウトレット8号高岡店 富山県高岡市北島165-1  0120-692-163
◦ガリバーアウトレット8号金沢店 石川県金沢市南新保町ﾆ-39  0120-692-167
◦ガリバー21号可児店 岐阜県可児市今渡1177-17  0120-936-379
◦ガリバー掛川店 静岡県掛川市大池706-1  0120-691-782
◦ガリバー黒部店 富山県黒部市三日市1627-1  0120-975-693

7店舗オープン

6店舗オープン

5店舗オープン

関西・中国・四国
◦ガリバーアウトレット2号明石店 兵庫県明石市魚住町清水2109-3  0120-953-139
◦ガリバーアウトレット浅口金光店 岡山県浅口市金光町佐方230-1  0120-691-786
◦ガリバーアウトレット津山店 岡山県津山市二宮111-1  0120-691-986
◦ガリバーアウトレット鳥取店 鳥取県鳥取市賀露町255-3  0120-953-199
◦ガリバーアウトレット伊予松前店 愛媛県伊予市下吾川1208-1  0120-936-334

10店舗オープン

4店舗オープン

日本全国に広がる店舗網

クルマの査定、買取を中心にクルマの乗り換えをサポート

（2017年3月〜2018年2月）

◦LIBERALA和歌山 和歌山県和歌山市小雑賀808-3  0120-803-579
◦LIBERALAイオンモール鳥取北 鳥取県鳥取市晩稲348 イオンモール鳥取北1階  0120-803-564
◦LIBERALA高知 高知県高知市北本町4-4-28  0120-975-632
◦ガリバー8号長浜店 滋賀県長浜市口分田町251-1  0120-692-164
◦ガリバー川内店 徳島県徳島市川内町大松252-4  0120-953-145

3 4



　これまで関東・関西等のエリアに限られていた、「NOREL」の利用可能
エリアが2018年2月より全国に拡大しました。
　「NOREL」は「クルマを自由に着替えよう」というコンセプトのもと開
始した、月額定額制サブスクリプションサービスです。月額料金19,800
円（税抜）から利用でき、シーズンやライフスタイル等にあわせて豊富な
車種からクルマを選んで、最短90日で乗り換えることができます。また、
車検が不要、自動車取得税・重量税、対人・対物無制限の任意保険が利用料
金に含まれる等、お客様が面倒に思う手続きが不要のため、気軽に利用す
ることができます。

NORELの展開エリアが全国に拡大
決算ハイライト トピックス

　2017年11月に、関東エリアから関西・東海エリアに展開エリアを拡大
していましたが、2018年2月にさらに全国に対象を拡大しました。
　「NOREL」はクルマの予約はネットで行い、受け取りは近くの店舗で行
う、ネットとリアル店舗を活用した当社独自のサービスです。当社は、お
客様のニーズにあったカーライフを提案できるよう、これからも

「NOREL」をはじめ様々なサービスの充実をはかってまいります。
※　沖縄を除く。サービスの詳細はHPをご確認下さい。（https://norel.jp）
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連結貸借対照表（要約） 連結損益計算書（要約） 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

科　目 前連結会計年度
（2017年2月28日）

当連結会計年度
（2018年2月28日）

資産の部
流動資産 63,765 76,955
現金及び預金 14,337 22,763
受取手形及び売掛金 4,655 5,709
商品 41,333 44,479
繰延税金資産 785 1,037
その他 2,717 3,203
貸倒引当金 △64 △239
固定資産 50,281 53,225
有形固定資産 22,033 23,088
無形固定資産 16,914 15,597
投資その他の資産 11,334 14,539
資産合計 114,047 130,181
負債の部 　
流動負債 29,483 31,901
買掛金 12,317 14,327
短期借入金 3,408 1,201
その他 13,758 16,373
固定負債 44,983 56,784
長期借入金 40,774 52,680
長期預り保証金 529 499
その他 3,680 3,605
負債合計 74,466 88,686
純資産の部 　
株主資本 38,063 40,615
資本金 4,157 4,157
資本剰余金 4,032 4,032
利益剰余金 33,821 36,373
自己株式 △3,947 △3,947
その他の包括利益累計額 578 323
為替換算調整勘定 578 323
新株予約権 5 3
非支配株主持分 934 551
純資産合計 39,581 41,494
負債純資産合計 114,047 130,181

科　目 前連結会計年度
 （自 2016年3月1日　
　至 2017年2月28日）

当連結会計年度
 （自 2017年3月1日　
　至 2018年2月28日）

売上高 251,516 276,157
売上原価 190,383 210,298
売上総利益 61,133 65,859
販売費及び一般管理費 56,634 59,080
営業利益 4,498 6,779
営業外収益 332 106
営業外費用 670 1,087
経常利益 4,160 5,797
特別利益 15 4
特別損失 483 580
税金等調整前当期純利益 3,692 5,221
法人税、住民税及び事業税 1,829 2,482
法人税等調整額 △130 △476
当期純利益 1,993 3,215
非支配株主に帰属する当期純利益又は
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △254 △363

親会社株主に帰属する当期純利益 2,247 3,578

科　目 前連結会計年度
 （自 2016年3月1日　
　至 2017年2月28日）

当連結会計年度
 （自 2017年3月1日　
　至 2018年2月28日）

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,632 6,989

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,262 △5,315

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,092 8,731

現金及び現金同等物に係る換算差額 18 △19

現金及び現金同等物の増減額 5,214 10,387

現金及び現金同等物の期首残高 9,122 14,337

現金及び現金同等物の期末残高 14,337 22,763

※   株主通信に記載の財務諸表は要約版です。詳細につきましては、決算短信、
有価証券報告書をご確認下さい。

資産の部
流動資産は、現金及び預金の増加、及び商品の増加により前
期末比20.7％増加しました。固定資産は直営店の新規出店に
より建物及び構築物が増加したこと、及び関係会社株式の増
加により前期末比5.9％増加しました。

負債の部
流動負債は、短期借入金が減少した一方、買掛金、及び未払
法人税等が増加したことを受け、前期末比8.2%増加しまし
た。 固定負債は、主に長期借入金の増加により前期末比
26.2%増加しました。

販売費及び一般管理費、営業利益
展示販売店舗の出店に伴う店舗運営費用の増加により、販売 
費及び一般管理費は前期比4.3％増となりました。豪州子会社
において減益となった一方、国内の小売が順調に推移した結果、
営業利益は前期比50.7％増となりました。

　　  「クルマを自由に着替えよう」という想いをこめて、衣服のハンガーとク
ルマをかたどったロゴ



18,466千株
（17.28％）

■ 金融機関
5,480千株
（5.13％）

■ 自己名義株式

18,227千株
（17.05％）

■ 個人・その他
1,998千株
（1.87％）

■ 証券会社

28,247千株
（26.43％）

■ 国内法人他
34,467千株
（32.25％）

■ 外国法人等

所有者別株式構成比

2月末日
5月中
2月末日
8月31日
100株
7599
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

決 算 期
定 時 株 主 総 会
期末配当金株主確定日
第2四半期末配当金株主確定日
1 単 元 の 株 式 数
証 券 コ ー ド
株 主 名 簿 管 理 人

事 務 取 扱 場 所

商 号

設立年月日
資 本 金
決 算 期
従 業 員 数
業 務 内 容

連結子会社

発行可能株式総数
発行済株式総数
株 主 数

株式会社IDOM
（英文表記）IDOM Inc.
1994年10月25日
41億5,702万円
2月末日
3,039名（単体）
1. 自動車の販売事業
2. 自動車の買取事業
3. その他自動車流通に関わる事業
株式会社ガリバーインシュアランス
Gulliver USA, Inc.
Gulliver East, Inc.
東京マイカー販売株式会社
株式会社モトーレングローバル
株式会社モトーレングランツ
Gulliver Australia Holdings Pty Ltd.
Buick Holdings Pty Ltd.

………………………400,000,000株
………………………106,888,000株
……………………………… 6,160名

大 株 主
氏名又は名称 所有株式数 持株比率

株式会社フォワード 28,000千株 26.20%
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 6,562 6.14

羽鳥 裕介 5,400 5.05
羽鳥 貴夫 5,400 5.05
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 3,330 3.12

BNP PARIBAS SECURITIES 
SERVICES LUXEMBOURG JASDEC 
HENDERSON HHF SICAV

2,904 2.72

JP MORGAN CHASE BANK 385632 1,969 1.84
NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE 
IEDU UCITS CLIENTS NON LENDING 
15 PCT TREATY ACCOUNT

1,904 1.78

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 1,527 1.43
THE BANK OF NEW YORK MELLON 140044 1,456 1.36

会社情報/株式の状況 （2018年2月28日現在）

未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に
関する手続き等のお手続き・お問い合わせ
みずほ信託銀行株式会社（株主名簿管理人）にご連絡下さい。
＜お問い合わせ先＞
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）
 

＜配当金お受取りに関するご留意事項＞
  配当金の口座振込をご指定いただいていない方は、払渡期間中に、「配
当金領収証」により、ゆうちょ銀行全国本支店及び出張所ならびに郵
便局でお受け取り下さい。払渡期間経過後は、みずほ信託銀行の本店
及び全国各支店でお受け取りいただけますが、当社定款第48条の定め
により、支払開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなくなり
ますのでご注意下さい。

配当金受取り方法のご指定、住所変更、単元未満株式の
買取請求、相続に伴う手続き等のお手続き・お問い合わせ
⑴証券会社でお取引をされている株主様⇒  お取引のある証券会社
⑵特別口座に記録されている株主様⇒  特別口座管理機関　　

三井住友信託銀行株式会社
＜お問い合わせ先＞
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
＜お取扱店＞
三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店
※  未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に関するお手続きは 

当社株主名簿管理人（みずほ信託銀行株式会社）が承ります。

株主メモ

この報告書は、森林管理協議会（Forest Stewardship Council）が
認証する適切に管理された森林からの原料を含むFSC認証紙を
使用しており、ベジタブルインクによって水なし印刷しています。

本　社 
〒100-6425 東京都千代田区丸の内2-7-3 東京ビルディング 
経理・財務・IRセクション　TEL：03-5208-5503（IR直通）

（注）持株比率は発行済株式総数に対する所有株式数の割合です。


